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しかしながら、これらの減免措置で

は、軽減措置を申請する中小企業が大

企業（中小企業以外の法人）に支配さ

れていないことが要件となります。

具体的には、軽減措置を申請する中

小企業の株式総数または出資総額の２

分の１以上の株式または出資金を単独

の大企業が有しているか、その３分の

２以上の株式または出資金を複数の大

企業が有している場合には、これらの

減免措置の適用を受けることができま

せん。

貴社は他社から多くの出資金を受け

ているため、上記の要件を満たさない

可能性があり、その場合は減免措置の

適用を受けられないことに留意する必

要があります。

３．研究開発型中小企業を対象とした

減免措置

一方で貴社は研究開発に力を入れて

いるとのことなので、特許法施行令

10条２号ロ～ニに定められる研究開

発型中小企業を対象とした減免措置を

適用できる可能性があります。研究開

発型中小企業に該当すれば、大企業に

支配されている場合であっても、減免

措置の適用を受けることができます。
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１．特許料等の減免制度

特許料等の減免制度を利用す

ると、審査請求料や特許料（第１年分

から第10年分）等を２分の１以下に

軽減することができます。中小企業や

個人事業主、研究機関等を対象とした

さまざまな法律に基づく制度でした

が、2019年の特許法等改正によって

適用対象の拡大や手続きの簡素化がな

され、非常に使い勝手の良い制度とな

りました。

これらの減免制度においては、資本

金または従業員数の少なくとも一方の

条件を満たせば中小企業に該当しま

す。貴社のように従業員数40人程度

の企業であれば、資本金の額にかかわ

らず中小企業に該当し、減免制度の対

象となり得ます。

２．中小企業一般を対象とした減免措

置の適用可否

まず考えられるのは、2019年４月

１日より開始された中小企業一般を対

象とする減免措置です（特許法109条

の２）。この措置の適用を受けること

ができれば、審査請求料や特許料（第

１年分から第10年分）が２分の１に

軽減されます。

この減免措置は、減免申請の日の属

する事業年度の前事業年度（減免申請

の日が前事業年度経過後２カ月以内で

ある場合には、前々事業年度）におい

て、試験研究費等比率が３％を超えて

いれば、適用を受けられます（特許法

施行令10条２号ロ）。試験研究費等比

率とは、事業年度における試験研究費

および開発費の合計額の、収入金額（総

収入金額から固定資産または有価証券

の譲渡による収入金額を控除した金

額）に対する割合をいいます。

また、減免申請の対象となる特許出

願に係る発明が、特定の公的な認定や

補助金を受けた事業の成果に係るもの

である場合（特許法施行令10条２号

ハ、ニ）には、上記に該当しなくても

減免措置を受けることができます。

４．減免措置を受ける方法

いずれの減免措置の適用を希望する

場合であっても、減免を受ける旨を出

願審査請求書等に記載するだけでよ

く、証明書等の提出は不要です。

このように、要件さえ満たしていれ

ば簡単な手続きで費用を削減できる制

度であるため、適用可能であれば積極

的に利用することをお勧めします。

当社は近年研究開発に力を入れており、その成果について特許権を取得したいと考えていた
ところ、権利取得に必要な費用を軽減できる中小企業向けの制度があることを知りました。
当社は従業員数40人程度の比較的小さな企業である一方、最近になって他社から多くの出資
金を受けているのですが、そのような制度の適用対象となるのでしょうか？
� （大阪府　Ｍ．Ｆ）


